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１．開   会 

○大高企画調整官 

 それでは定刻となりましたので、第１回独立行政法人評価委員会鉄道建設・運輸

施設整備支援機構分科会を開催いたします。 

 本日、委員の皆様方には、御多忙の中お集まりいただきまして、まことにありが

とうございました。私、国土交通省総合政策局交通計画課企画調整官の大高でござ

います。本日の議事進行につきましては、後ほど本分科会の議長を選出していただ

くまでの間、私の方で務めさせていただきたいと存じますので、よろしくお願い申

し上げます。 

 それでは、第１回の分科会でございますので、初めに国土交通省政策統括官の鷲

頭から御挨拶申し上げます。 

○鷲頭政策統括官 

 政策統括官の鷲頭でございます。先生方、本日はお忙しい中をお越しいただきま

して、まことにありがとうございます。 

 昨今の行政改革におきましては、国民のニーズに即応した効率的な行政サービス

の提供を実現することを基本理念にいたしまして、これを実現するための柱の一つ

として独立行政法人制度が創設されているところでございます。 

 本日御審議いただきます独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構につきま

しても、平成13年12月19日に閣議決定されました「特殊法人等整理合理化計画」

によりまして、特殊法人である日本鉄道建設公団と運輸施設整備事業団を統合し独

立行政法人化した法人でございまして、今年の10月１日に独立行政法人として設立

する予定でございます。 

 この機構におきましては、輸送に関する国民の需要の高度化あるいは多様化等に

的確に対応した大量輸送機関を基幹とする輸送体系の確立を図ることを目的といた

しまして、鉄道施設の建設・貸付け、船舶の共有建造、高度船舶技術の研究開発・

実用化支援、あるいは運輸分野に関する基礎的研究、鉄道事業者に対する補助金の

交付、旧国鉄職員の年金費用の支払いという多岐にわたる業務を行う法人でござい

ます。 

 機構におきましては、独立行政法人となることに伴い、業務運営の効率化、ある

いは効率的な組織にすることについての検討、ニーズに応じた業務の改善といった
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ことが今後法人として行われていくものと考えております。 

 独立行政法人の業務の実績に関する評価は、独立行政法人評価委員会の固有の権

限となっておりまして、今後、各事業年度における業務の実績等を評価していただ

くことになりますが、本日は主に機構の中期日標につきまして分科会の先生方の御

意見を賜りたいと思っているところでございます。先生方におかれましては、忌憚

のない御意見を賜りまして、機構がスムーズに、また国民の皆様によくわかる形で

サービスができるような形でスタートできますよう、お願いを申し上げたいと思う

次第でございます。 

 冒頭でございますので、御挨拶をさせていただきました。よろしくお願い申し上

げます。 

○大高企画調整官 

 それでは、まず資料の確認をさせていただきます。お手元のクリップでとじた資

料をご覧いただきたいと思います。 

 資料１が法人の概要、資料２が業務の概要、資料３が組織の概要ですが、こちら

に基づきまして、議題１の独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の概要を

御説明申し上げたいと思います。 

 また、資料４として中期目標（案）・中期計画（素案）の概要、資料５として中

期目標（案）、資料６として中期目標（案）・中期計画（素案）対応表という三つ

の資料を用意しております。こちらに基づきまして、議題２、中期目標（案）に関

する御説明を申し上げたいと思います。 

 なお、本日御議論いただく内容は、この法人がこれから業務を行うに当たりまし

て、その指針となります中期目標を御審議いただく予定でございます。なお、機構

自身につきましては中期計画を策定するところとなっておりますが、中期計画につ

きましては第２回の分科会におきまして御審議いただく予定でございます。本日の

分科会におきましては、国が定めます中期目標の御審議の中での参考として中期計

画を添付しておりますので、あわせて御参照いただきたいと思います。なお、中期

目標につきましては、次回御審議いただく中期計画とあわせて最終的に御審議いた

だきたいと考えております。 

 なお、本分科会の議決につきましては、お手元に資料の中に参考資料２として

「分科会の議決をもって委員会の議決とすることのできる事項について」という資



３ 

料がございますが、こちらの２の（２）に「主務大臣への意見具申関係」とござい

まして、①中期目標策定に際しての意見具申、②中期計画の認可に際しての意見具

申に基づきまして、分科会の議決をもって委員会の議決とするということが決まっ

ているところでございます。 

 

 続きまして、委員の皆様の御紹介を申し上げたいと思います。 

 まず、慶應義塾大学総合政策学部教授・会田委員でございます。 

 本日は御欠席でございますが、東京工業大学大学院理工学研究科助教授の上田委

員でございます。 

 続きまして、東京理科大学工学部教授・加藤委員でございます。 

 続きまして、本日は御欠席でございますが、早稲田大学教育学部・工藤委員でご

ざいます。 

 続きまして、横浜国立大学大学院工学研究院教授・角委員でございます。 

 少々遅れているようでございますが、都市経済研究所主任研究員・福井委員がい

らっしゃる予定でございます。 

 続きまして、東京理科大学理工学部教授・正田委員でございます。 

 本日は御欠席でございますが、北海道大学大学院法学研究科教授・宮脇委員でご

ざいます。 

 続きまして、東京大学大学院工学系研究科社会基盤工学系教授・森地委員でござ

います。 

 以上、委員９名のうち６名の御出席をいただいておりますので、国土交通省独立

行政法人評価委員会令第７条第３項において準用される同条第１項に基づきまして、

定足数であります過半数の出席要件を満たすものといたします。 

 次に、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構を所管します国土交通省の

出席者を御紹介申し上げます。 

 まず、先ほど御挨拶いただきました鷲頭政策統括官でございます。 

 総合政策局、藤井次長でございます。 

 同じく、大竹交通計画課長でございます。 

 同じく、石丸技術安全課長でございます。 

 続きまして、鉄道局、室谷財務課長でございます。 
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 同じく、藤田特定監理業務室長でございます。 

 続きまして、海事局、荒井海事産業課長でございます。 

 丸山造船課長でございます。 

 井上技術課長でございます。 

 政策統括官付、与田政策評価官でございます。 

 なお、鷲頭統括官におきましては４時より所用のため席を外させていただきます。

大変恐縮ではございますが、あらかじめ御了承いただきたいと思います。 

 

議事に入ります前に、国土交通省独立行政法人評価委員会令に基づきまして、分

科会の長を互選にて選出し、かつ、代理となる方を分科会長の方から御指名いただ

くことになります。 

 各委員の皆様、いかがでございましょうか。 

○角委員 

 本法人が行う業務であります社会基盤整備等の分野に極めて御造詣の深い森地委

員に分科会長をお願いしてはいかがかと思いますが、いかがでしょうか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○大高企画調整官 

 それでは、異議なしと認めますので、分科会長を森地委員にお願いしたいと思い

ます。森地分科会長、その後の進行についてよろしくお願いしたいと思います。 

○森地分科会長 

 ただいま分科会長に御選任いただきました森地でございます。大変重責ではござ

いますが、皆様の御協力を賜りながら分科会の円滑な運営に全力を尽くしたいと思

います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 議事に入ります前に、私から、国土交通省独立行政法人評価委員会令に基づき、

分科会長に事故があるときに代行する者の指名をさせていただきたいと思います。 

 この件につきましては、加藤委員に分科会長代理をお願いしたいと存じます。加

藤委員、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

２．議   事 

議題１．独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の概要について 
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○森地分科会長 

 それでは、本日の議題に入らせていただきます。 

 まずは、議題１の独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の概要につきま

して、御説明をお願いいたします。 

○大竹交通計画課長 

 それでは、事務局を代表いたしまして私から御説明させていただきます。 

 資料１、「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の概要」をごらんいた

だきたいと思います。 

 まず、「１．沿革」についてです。この機構は特殊法人であります運輸施設整備

事業団と日本鉄道建設公団が統合し独立行政法人となるものでございますが、経緯

といたしましては、運輸施設整備事業団は鉄道整備基金と船舶整備公団が統合した

ものでございます。同時に、認可法人でありました造船業基盤整備事業協会の業務

も承継しております。また、日本鉄道建設公団は国鉄清算事業団の業務を承継して

おります。その意味で、本機構は五つの法人が一つの法人となったものでございま

す。 

 「２．業務」につきましては、まず（１）の新幹線鉄道等の鉄道施設の建設、貸

付け等、これは日本鉄道建設公団が行っている業務でございます。（２）の船舶の

共有建造とは、海運事業者と共有形態で船舶を建造する業務でございまして、船舶

整備公団の行っていた業務でございます。（３）の高度船舶技術の研究開発及び実

用化支援は、例えばメガフロートやテクノスーパーライナーの開発助成等、造船業

基盤整備事業協会が行っていた業務のことでございます。（４）の運輸分野に関す

る基礎的研究は、運輸分野全般に係る基礎研究を公募形式にて行うもので、運輸施

設整備事業団の設立時に追加されております。（５）の鉄道事業者への補助金等の

交付、これは鉄道整備基金の行っていた業務でございます。（６）の旧国鉄職員へ

の年金等費用の支払いは、国鉄清算事業団の業務でありまして、鉄道建設公団の行

う暫定的な業務との位置づけでございます。 

 「３．役職員数等」ですが、役員数については、現在の役員が合計で22名おりま

すが、これを大幅に削減しまして、独立行政法人化後は旧国鉄職員への年金等支払

い業務を担当する暫定理事を含めて15名となる予定でございます。職員数につきま
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しては、平成14年度時点で事業団139人、公団1806名、平成14年度の支出予算

規模を見ますと、事業団が１兆4506億円、公団が１兆4827億円であります。 

 次に、資料２、「機構の業務概要」をごらんいただきたいと思います。 

 １枚目は各業務のイメージをあらわしたものでございます。これが先ほどの資料

１の（２）の各業務に当たることになります。機構につきましては、これらの業務

を総合的に推進することによりまして、陸・海・空の運送を円滑化し、都市再生、

地域振興、国民生活の向上等に寄与すべく努力してまいります。 

 ２枚目は機構の目指すべき方向性です。先ほども御説明差し上げましたような歴

史的経緯が左側の絵になりますが、これを踏まえた上で、右側のピンクのところに

ございますような①組織の再編による縦割りの排除、法人の長の責任と権限が明確

になるような組織運営、②統合のメリットを生かした総合的なサービスの提供、③

経営の合理化・効率化を行っていくということを示したものであります。 

 次のページからはこれらの方向性を具体的に説明したものになりますが、３枚目

の「新法人の組織に係る考え方」は、事業部門を機能別に再編して建設部門をスリ

ム化することを図解したものでございます。例えば、公団の行います新幹線、民鉄

線、青函トンネルに関する業務と事業団の行う造船所の跡地等処分に関する業務は、

施設管理ということで一体的に遂行していくこととなります。また、事業団の行い

ます共有建造業務につきましては、従来は旅客船、貨物船という船の種類ごとの組

織で行ってきたところですが、独法化後は海上交通支援、特別管理業務として一体

的に行うこととしております。 

 ４枚目の「総合コスト縮減の取組み」は、機構の代表的業務であります鉄道建設

業務に関するものです。統合により規模の大きな法人となりますので、業務の効率

化が重要な課題となります。このため、総合的コスト縮減に重点的に取り組むこと

としたものです。絵のうち上の方に「新技術の活用」とございますが、これは建設

コストの縮減、メンテナンスコストの縮減に関するものです。これに加えて、下の

方の「効率的な工程管理等」に努めることによりまして、総合的なコスト縮減に取

り組むこととしております。 

 なお、建設コスト縮減の具体的な数値目標につきましては、国土交通省が「国土

交通省公共事業コスト構造改革プログラム」を策定しておりまして、従来の工事コ

ストの縮減に加え、ランニングコスト縮減等によって15％の総合的なコスト縮減を
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達成するという目標を明らかにしております。独立行政法人である機構もこの国の

数値目標に準じた具体的な目標を策定するよう現在検討しているところでございま

す。 

 資料３の１枚紙、「新法人の組織概要」でございますが、これは資料２の３枚目

にありますような検討の結果編成される新法人の組織の姿を示したものであります。 

 以上、簡単ではございますが、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の

概要について御説明させていただきました。 

○森地分科会長 

 どうもありがとうございました。 

 ただいまの御説明について御質問等ございますでしょうか。どうぞ御遠慮なく御

発言いただきたいと思います。 

 いかがでしょうか。 

○加藤委員 

 資料１の２の（６）、清算事業団のところでございますけれども、「年金等の給

付に要する費用等の支払」というのは、年金でありますから、ずっと継続するもの

か、あるところでどこかに行くのか、そこら辺はいかがでございましょうか。お教

えいただければと思います。 

○藤田特定監理業務室長 

 年金等の支払いにつきましては、旧国鉄職員の主として昭和31年の制度改正以前

のいわゆる追加費用と呼んでおりますものの負担が主なものでございまして、時期

的に推測いたしますと今後60年程度は続くと思われておりますけれども、ボリュー

ムはその間も変動がございまして、長い目で見ればだんだん減っていく、こういう

業務であろうと思っております。 

○森地分科会長 

 どうもありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

○会田委員 

 資料３の組織の概要に関連しまして、まだ流動的だとは思いますが、スタッフの

人数配分がどういうふうになっているのかということが一点。もう一つは、財務に

関連したところで恐らく勘定というものが設定されると思いますが、もし今の時点
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で勘定の内容等がおわかりでしたら、お教えいただければと思います。 

○森地分科会長 

 いかがでしょうか。 

○大竹交通計画課長 

 新しい機構の具体的な職員の規模については、資料２の３枚目をごらんいただき

ますと事業団、公団から矢印が出ておりますように、組織の再編といいますが、組

織自体の規模は基本的には変わらないと考えております。したがいまして、例えば

一番下の清算事業本部でありますれば、とりあえずはそのままの規模で清算事業本

部になりまして、今後、規模の縮小を図っていくことになります。 

 それから、その上の鉄道建設本部も、現在公団本体の中にあります「用地、計画、

工務、設備、新幹線等」の建設部門を主な本務といたしますので、この規模で鉄道

建設本部の陣容ができてくる。一方、公団の総務・経理・企画あるいは民鉄線は、

矢印が出ておりますように、共通管理企画部門あるいは事業部門に分かれていくこ

ととなっております。共通管理部門や事業部門には公団の総務、経理、企画、民鉄

線部門が行きますので、簡単に事業団の規模が139名でございまして、それに公団

の総務・経理部門が入っていくので、職員の張りつけについてはどのようになるか、

細かいところまで決まっているわけではございませんが、大体同じような規模であ

れば事業団139名が倍増するような規模での共通管理企画部門及び事業部門となる

かと思われます。 

 勘定ですけれども、実はこの新しい機構法をつくるときに従来の勘定はそのまま

残すということにしております。要するに、６勘定ということになっておりまして、

資料１の２に（１）から（６）まで業務の概要がございましたが、この一つ一つに

それぞれ勘定ができることになります。例えば、（５）の「鉄道施設整備を行う事

業者等に対する補助金等の交付」という勘定と（１）の「新幹線鉄道等の鉄道施設

の建設、貸付け等」というところは、統合するかどうかという議論もありました。

補助金が運輸施設整備事業団から鉄建公団に出るという形があったためですが、鉄

道事業者に対する補助は鉄建公団だけでなく、いろいろな鉄道事業者にも交付して

いるということもございまして、補助金交付事務と建設鉄道事務をきちっと仕分け

するということで、勘定についてはそれぞれ独立ということにしております。 

 勘定はそのままで、ただくっつけただけではないかというような御批判をいただ



９ 

きましたが、これについては、勘定は別ですけれども、業務を執行する方は共通的

に行える部分は共通していこうという御説明をさせていただいておりまして、法律

の審議の過程におきましても御理解をいただいていると思っております。 

○森地分科会長 

 ありがとうございます。 

○角委員 

 今の御説明で大体わかったんですけれども、そうすると、一つの独立法人にする

ことによるメリットは、共通的な管理・企画をする部門を集約するところにほぼ集

約されていて、ほかの事業については、基本的に事業は従来のものを引き継いで同

じ事業を実行するということだと理解してよろしいでしょうか。 

○大竹交通計画課長 

 基本的にはそうです。ただ、運輸施設整備事業団の仕事はもともとかなり広くご

ざいまして、特に基礎的研究の部分は非常に蓄積がございます。さらに、鉄建公団

の持っている技術や事業団の船舶に関する技術を使って、独法化に伴って新しく受

託事業みたいなものをどんどん展開していきたいと思っています。 

 先ほどは詳しい説明ができませんでしたけれども、資料２の２枚目の右、ピンク

の部分の②に「統合のメリットを生かした総合的なサービスを提供」とございまし

て、「交通計画支援システム（ＧＲＡＰＥ）、鉄道財務指標分析などを活用した総

合地域交通支援の実施」と書いていますが、新法人ができることによって陸・海・

空の運送の円滑化を図っていく意味で、こうした総合的なサービス提供が新しくつ

け加わるというふうに理解しております。ですから、今まで行ってきた業務に加え

て、こういうサービス提供が一つ大きなメリットになるのではないか。もちろん、

管理を共通にすることによりまして効率化という面がございますし、また、規模が

大きくなりますので、資金調達につきましてもかなり有利な立場に立つといいます

か、規模の利益を得ることができるのではないか。それもまたメリットだというふ

うに感じております。 

○角委員 

 つまり、従来はモード別だったものが、かなりインターモーダルな事業も今後期

待し得るというふうに理解してよろしいということですか。 

○大竹交通計画課長 
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 そのとおりだと思います。私どももそういう方向で公団、事業団と話を進めさせ

ていただいているところでございます。 

○森地分科会長 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 独立行政法人化によって法人の長の自由裁量権が増える、大学なんかはそういう

ことがよく言われるわけですが、そういう話と今の人員とか会計上の組み合わせ等、

これは中期目標の中でいろいろ提案が出てきて、おいおい変わっていくと考えても

よろしいのでしょうか。制約条件で、ここは動かしてはいけないというふうになっ

ているのでしょうか。 

○大竹交通計画課長 

 後で中期目標をごらんいただきたいと思いますけれども、中期目標では基本的な

ポイントみたいなものを示しまして、これは国が法人に示すということになります。

法人の方がそれに基づき目標を達成するための計画を立ててくるわけですけれども、

法人の長の自由裁量を幅広く認めていこうというスタンスですので、目標について

はそういう自由をなるべく束縛しないような形で示していきたい。ただ、目標です

から、何でもいいというわけではなくて、その目標を達成する自信といいますか、

能力と意欲のある長がそれを達成するための計画をどういうふうにつくるか、そこ

は長の裁量に任される、こういう形かと思われます。 

○森地分科会長 

 ありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

○加藤委員 

 資料の「新法人の組織に係る考え方」のところで、共通管理企画部門というのは

一般に管理部門と言われるところだと思うのですが、民間の会社などが合併する場

合はそこのところが一番効率化される。こういうふうに一般には理解するんですけ

れども、今回の機構については、それぞれ勘定項目が従来どおりにあるわけでござ

いますね。そうしますと、勘定項目でそれぞれの企画管理が必要になるわけだから、

必ずしも共通管理企画部門で集約できないところはあるわけですか。言いかえれば、

勘定項目というのはかなり技術的な問題であって、管理部門とすればかなり共通に

なってくるから、一般的に言えば非常にスリム化できていきますよと。ここら辺は
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どうでございましょう。 

○大竹交通計画課長 

 おっしゃるとおりでございまして、共通管理企画部門でスリム化のかなりの成果

が得られると考えております。確かに勘定は区分されていますけれども、勘定ごと

でもやることは共通している部分がかなり多い。例えば、資金を調達してくるとか、

予算を配分するとか、あるいは人事、そういう問題は勘定は違っても共通にできま

すので、共通管理企画部門の職員は、共通のプール財源のようなものを考えて、そ

れを各勘定に振り分ける。勘定は違っても人間は共通で行う。財布は別だけれども、

１人の人がいろいろな財布を使い分けるというようなことで、同じような仕事はこ

の部門で合理化していこうと考えております。 

○森地分科会長 

 ありがとうございます。そのほか、いかがでしょうか。 

 よろしいでしょうか。ほかに御発言がございませんでしたら、次に移りたいと思

います。 

 

議題２．中期目標（案）について 

○森地分科会長 

 それでは、議題２の中期目標（案）について御説明いただきたいと思います。 

 なお、お手元の資料のうち、資料５及び資料６につきましては、現在なお各方面

との調整が続いておりますので、委員限りとさせていただきたいと存じます。 

 それでは、課長、御説明をお願いいたします。 

○大竹交通計画課長 

 引き続きまして、中期目標（案）について御説明申し上げます。 

 まず資料４に基づき、機構の中期目標（案）、中期計画（素案）の概要を簡単に

御紹介させていただきたいと思います。 

 まず１ですが、機構の中期目標、中期計画では、「業務運営の効率化」、「業務

の質の向上」、「財務内容の改善」を三つの柱としております。 

 ２の期間につきましては、機構の主な業務が鉄道建設等の長期的な計画に基づい

て遂行していくものであることから、基本的に５年という長期にさせていただきた

いと考えているところです。ただし、設立が10月１日と年度途中の開始となります
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ので、今回の中期目標では５年から半年を差し引いた４年６カ月としております。 

 ３の主な内容につきましては、１にございます３つの柱に添った形で記載してお

ります。詳細は中期目標本体で御説明差し上げますが、一般管理費、建設コストの

削減につきましても中期計画で数値目標を記載するという形で検討を進めていると

ころでございます。 

 一般管理費の具体的な数値（〇〇％）ということですが、日本鉄道建設公団及び

運輸施設整備事業団は、既に独法化を見据えて人員の大幅な削減を図るとともに、

今年の３月、東京から横浜へ移転いたしましたことに伴い事務所維持費の大幅な削

減を行ってきたところでございまして、これまでも一般管理費の削減に努めており

ますが、組織のスリム化を含め、今後もさらなる効率化を図るため検討を進めてい

こうということでございます。この具体的な数値についてはまだ確定できるところ

まで至っていないということでございます。 

 次に、資料５に進みますが、資料５の中期目標（案）は、最終的に中期目標とし

て世の中にお出しする形にしたものでございます。これだけをごらんいただいても

具体的なイメージがわきにくい部分もあるかと思いますので、記載事項のイメージ

をお持ちいただくために対照表で御説明をしたいと思います。資料５と資料６の左

側の部分は同じものでございますので、資料６で御説明させていただきます。 

 なお、一点御留意いただきたいのは、先ほどもございましたように、数値目標に

つきましては現在財務当局を含む関係各方面と調整中でございますので、伏せ字に

させていただいております。この点につきましては、次回の第２回分科会ですべて

記載した形で御審議いただく予定でございます。 

 それでは中期目標ですが、左の方をごらんになっていただきますと、冒頭、機構

の使命及び基本方針としまして、大量輸送機関を基幹とする輸送体系の確立という

機構の目的、及び組織の縦割りの排除、業務運営の効率化、透明化ということをう

たっております。 

 「１、中期目標の期間」につきましては、先ほど御説明差し上げたとおり、４年

６カ月とさせていただいております。 

 以下、ポイントを絞って御説明いたしますが、２ページの「２．業務運営の効率

化に関する事項」では、（１）総括的業務におきまして、①で機能的かつ的確な業

務運営の確保を記述しております。具体的には、右側の計画の方で共通管理部門の
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統合、機能別組織への転換及び部横断的な業務運営の推進を行うこととしておりま

す。次に、②業務運営の効率化ということで、右側の計画でも一般管理費の削減、

職員数の削減について数値目標を記載することとしております。 

 個別の業務に関しましては、３ページの（２）鉄道建設業務におきまして、先ほ

どもちょっと御説明しましたが、国土交通省が策定した公共事業コスト構造改革の

数値目標の考え方に従いまして、コスト削減の数値目標を記載する予定でございま

す。 

 また、４ページの（５）の国鉄清算業務におきましても、右側の計画の方で職員

数の削減を数値目標として記載することにしております。 

 その下の「３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する

事項」では、５ページになりますが、（１）鉄道建設業務で、新幹線、民鉄線の着

実な実施を図るほか、③の投資効果の向上では、社会経済情勢の変化等に応じまし

て、事業内容について工法、スペック等を見直すこととしております。 

 また、６ページの下の方、（２）船舶共有建造業務の分野では、①の「船舶共有

建造業務を通じた国内海運政策への寄与」のところにおきまして、物流高度化船、

バリアフリー船等、政策効果のより高い船舶の建造を推進し、計画においてもこれ

ら船舶の建造割合を数値目標で規定することとしております。 

 次の７ページ、（３）鉄道助成業務におきましては、①説明責任の明確化及び透

明性の向上ということで、標準処理期間の設定等を行うこととしております。 

 さらに、これまでの業務の枠を越えまして、８ページの（４）技術支援、調査研

究開発、国際協力等業務ですが、①において、統合のメリットを生かし、総合的な

技術力を活用したこれら業務の積極的推進を図り、専門家の派遣や研修員の受け入

れにつきまして中期計画の方に数値目標を記載することとしています。 

 その他の技術関係では、次の９ページ、「④高度船舶技術の研究開発支援の推

進」におきまして、研究開発支援テーマの重点化、高度化等を図るほか、10ページ

の「⑤社会のニーズに沿った基礎的研究の推進」におきまして、基礎的研究業務に

ついては科学技術基本計画、総合科学技術会議の意見具申等に沿った形で、社会ニ

ーズの検討、競争的資金制度の適切な運用等を図ることとしております。 

 その他、11ページですが、「（５）造船業構造転換業務」、そして「（６）国鉄

清算業務」につきましては、資産処分に関して進捗状況を毎年度明確化する等、円
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滑な実施を進めることとしております。 

 最後に、12ページ、「４．財務内容の改善に関する事項」についてでございます。

（１）総括的業務におきまして資金調達コストの抑制、抑制効果の検証を行うほか、

個別業務につきましても、（２）船舶共有建造業務の②未収金の回収促進、ここで

中期目標期間中の未収金発生率、中期目標期間終了時の未収金残高を数値目標で記

載することとしております。 

 なお、右側の中期計画では、13ページの「４．短期借入金の限度額」、さらに

14ページの「７．その他業務運営に関する重要事項」につきまして数値目標を定め

ることとしております。 

 以上、簡単ではございますが、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の

中期目標について御説明させていただきました。 

○森地分科会長 

 どうもありがとうございました。 

 ただいまの御説明について、御質問等、よろしくお願いいたします。 

○福井委員 

 新機構になる移行の局面で、新しく業務としてリストアップされたものが先ほど

の（４）の技術支援とか調査研究ということになりますか。それとも、それも従来

していたけれども、さらに充実させるということですか。 

○大竹交通計画課長 

 今回の独立行政法人化は特殊法人の整理合理化計画がベースになっておりまして、

これは行政改革の一環ですから、新しく業務を追加することについては非常に厳し

い目で審査されております。したがって、新しい業務を追加したということではな

く、今までやってきたものを活性化させる。特に独立行政法人化で長に権限を与え

るという部分と、それから独立行政法人の財政基盤をつくるために、受託事業とか、

ノウハウを生かして、これを国民に還元する。要するに、サービスの質の向上を図

って、その上で財政基盤の安定につながるものであれば、それを長の責任と判断の

もとで進めていこうということです。 

 公団と事業団をそれぞれ見渡してみると、技術という面におきまして非常に強い

ものを持っておりましたので、これをさらに質の向上を図ってサービスを展開して

いくということで、統合のメリットを生かし、なおかつ独立行政法人化される効果
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を含めて（４）の技術関係の業務を充実させていこう、これを活性化させていこう

という考え方で、私どもは今回の統合の目玉と考えておりますが、新しく業務を追

加するということではないわけでございます。 

○福井委員 

 あと二つ。では、今度は逆に、従来あったけれども、新機構になるときに捨てて

しまおうと決断された業務とか業務範囲、そういったものはあるんですか。 

○大竹交通計画課長 

 それは幾つもございます。特に、船舶関係で共有建造業務の近海貨物船。それか

ら、係留船改造業務といって係留船をホテル等に改造して営業しようという副業み

たいなことに乗り出したこともあったんですけれども、こういう事業を廃止してお

ります。それから、前は改造もやっていたのですが、改造融資も廃止しております。

また、事業者が自分で改造するときに、お金を借りて、その借りた金に債務保証す

るという業務もあったんですが、これらを全部すっきりと廃止する。残った業務は

それぞれ行いますが、そういう形で進めております。 

 それから、鉄道建設公団の方では、いわゆるＰ線と言っておりましたけれども、

民鉄線に長期割賦で鉄道施設を譲渡していく事業については、現在継続中のものを

除いてやらないということで、法律上、そういう整理をしております。 

 ですから、こういうことで捨てるものも結構ありまして、整理合理化計画の中で

指摘されているものと独自に事業団ないし公団の判断でやめたものもございます。 

○福井委員 

 指摘されてやめたものは別として、公団の判断で残すか捨てるかの線引きのロジ

ックとしては、簡単に言うと何になるのですか。採算性なのか、もしくは民でやれ

ることは民でということですか。どれを残して、どれを捨てたというのを人に言う

ときは、何と言えばいいのでしょうか。 

○荒井海事課長 

 船舶勘定の関係で交通計画課長からお話がありました共有の係留船業務、そうい

うものについては最近はあまり実績がないということを踏まえた形で、要するにニ

ーズがだんだん乏しくなってきたということでやめております。そういう傾向のも

のが多いのですけれども、債務保証なども基本的にはそういう感じでございます。

だから、この段階でニーズをもう一回サーベイして、その中で重点化を図ったとい
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うことだろうと思います。 

○福井委員 

 最後にもう一つ。これは既に御説明されたのかもしれませんが、確認のために伺

いますと、新しい機構の長の人事を決定する権限者は誰ですか。国土交通省の大臣

ですか。 

○大竹交通計画課長 

 任命権者は国土交通大臣ということになっています。 

○森地分科会長 

 よろしいですか。 

○福井委員 

 はい。 

○森地分科会長 

 ありがとうございます。そのほか、いかがでしょうか。 

○加藤委員 

 一つ御質問したいんですが、今の話ではあまりニーズがないものは当然整理され

たけれども、鉄道にしても船舶にしても、新しいニーズがどんどん出てくる。しか

も技術が絡みますから、ある一定の技術の陳腐化と新しいもの、こういう性格を当

然この団体は持っているはずですね。今回の新しい機構法で独立行政法人について

は新しいことをやってはいけないという縛りがどこの団体でもかぶっているのです

けれども、この際便乗で広げようというものはともかくとして、こういう技術開発

を伴って融資もやりましょう、事業もやりましょうというものは、技術が大きく変

わっていけば当然変わっていかなければいけない。整備公団の話もそうだったわけ

ですけれども、そういうものについては十分対応できるようになっているんですか。

その点はいかがでしょうか。 

○石丸技術安全課長 

 新法人では革新的な基礎研究を行うということです。平成９年からこの研究を公

募型で実施しておりまして、その公募に当たりましては、その時々のニーズにあわ

せて、ＩＴを活用した輸送の高度化とか、あるいは環境負荷の低減とか、あるいは

事故の防止といった募集分野を設定しております。 

 また、競争型の研究につきましては政府全体としては3490億円、そのうち国交
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省は３億9000万円、たかだか0.1％程度ということで非常に肩身の狭い思いをして

いるわけでございますけれども、この基礎研究につきましては引き続き予算の増額

といったことも視野に入れながらやっていきたいと思っております。 

○鷲頭政策統括官 

 補足で申し上げます。 

 御案内のとおり、この法人は、特殊法人を整理合理化するということで無駄な業

務を減らす、そして民間でできることはやらないということで、手足を縛られて独

立行政法人に移行するわけでございますので、今、我々がお示ししているものは、

そういう前提でいかに効率的にメリットを生かせるかということでつくっているも

のでございます。 

 したがいまして、加藤先生の御指摘に具体的に答えるとすれば、先ほど交通計画

課長が説明しましたように、資料２に「統合のメリットを生かした総合的なサービ

スを提供」というのがございまして、その中で交通計画支援システム（ＧＲＡＰ

Ｅ）とか鉄道財務資料分析等、それぞれの組織が中で割とうまくやっていた部分が

ございますので、そういうものを組織全体として活用して、受託事業にするとか、

そういう形で生かす。ですから、そこは組織の長が今後いろいろ考えてやっていく

ことになると思いますので、そういう芽は新組織の長が生かしてやることになりま

すが、自由闊達にできるかというと、この法人の性格からして、そうは仕組まれて

いない、そういうことになるのではないかと思います。 

○加藤委員 

 今の点は、中期計画５年でやっておいて、実際に動き出してみて、場合によって

はもう少しフレキシブルにした方がいいということになれば、その段階でまたいろ

いろ考えるということですか。 

○鷲頭政策統括官 

 そうですね。法律がありますので、法律を変えていくことになると思います。 

○森地分科会長 

 ありがとうございました。ほかに、よろしいでしょうか。 

○加藤委員 

 もう一つ、競争的資金制度、大いに基礎研究のところというお話で、受託型でや

るということでございますが、特に船舶と鉄道につきましては既に独立行政法人に
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なった研究機関があるわけでございますね。そこら辺との調整はどうなのか。今ま

では全然違った性格でございまして、一方は国の機関であり、一方は公団でありと

いう形だったのが、今回は独立行政法人としてエコノミーになったわけでございま

すから、そこら辺の研究を主としてやる機関とのアジャスト、そこら辺はどういう

ふうに考えていかれるのか。 

○石丸技術安全課長 

 研究開発というのは一般的には基礎研究から応用研究、開発研究と実施するので

すが、この法人で実施する基礎研究は革新的基礎研究あるいは萌芽的基礎研究とい

うことで、原理原則を解明するとか、そういったものに近い研究を公募により行っ

ております。それぞれの独法においては、独自に基礎研究も実施していますが、そ

れぞれの機関のコア技術を生かして、基礎研究の成果等を踏まえて応用研究なり開

発研究に発展させていく、あるいは、民間を加えた産・学・官の研究を実施するこ

とにより実用化に直結する研究も行っております。新法人の研究の特色は革新的基

礎研究あるいは萌芽的研究ということです。 

○森地分科会長 

 ありがとうございました。 

 正田先生、どうぞ。 

○正田委員 

 私は今話題になっている基礎研究の方に少し関与してきましたので、その視点か

ら少し教えていただきたいのです。 

 中期目標を拝見しますと、いろいろな組織が作業ごとにつくられた目標を横並べ

にしたような形ですね。例えば基礎研究の中でいいますと、非常に細かい、例えば

評価の方法をどうするかといった話が載っているかと思いますと、それ以外の船舶

の方であればテーマの高度化等を取り上げるぐらいの話でとまっている部分があり

ます。 

 確認したいのは、同じようなレベルではやってはいけないのかどうかということ

です。というのは、基礎研究の方から言えば、実際にやってきて非常に問題になっ

ていたのはここに挙がっていたようなことではなくて、先ほど来お話がありますよ

うに、革新的な基礎研究を、一方でかなり実用化する段階があるわけですが、その

段階とどうつなげていくかということが非常に問題になっていたわけですね。おっ



１９ 

しゃったように、基礎的・革新的な研究支援をしてきた結果、その出口は必ずしも

実用化まで行っていない。しかし、そこでまた何かすれば実用化につながるであろ

う。実用化レベルになりますと、先ほど御指摘があったような鉄道であれば総研や

メーカー等、いろいろなところがやれるのかもしれないのですが、そこへ行くまで

の間にもう一押しすることはできないのだろうかという議論はいろいろあったわけ

です。 

 むしろ目標としては、現在の出口が妥当であるか。今、国のすべての研究開発に

対して非常に課題視されているわけですが、出口のポイントをどこへ持っていくの

かということが非常に大事だと思うのです。私たちから見ますと、具体的にどうす

るというのは目標ではなくて計画の方で考えていただければいいので、むしろ入り

口と出口をどう明確化するかというのが国として考えるべき中期目標ではないかと

思うのですが、その点、いかがでしょうか。 

○石丸技術安全課長 

 中期目標・中期計画の中にはその点についての数値的な目標には及んでいないの

ですけれども、現在、基礎研究の成果が新法人に蓄積されています。応用研究ある

いは実用化に直結するような基礎基盤研究を、独法の法律を変えなくても従来の基

礎研究の範囲で実施できないか、現在法人の方にも検討をお願いしているところで

ございます。 

○正田委員 

 それ以外の技術開発の項目がこの中に幾つもあるわけですが、ここでの目標は、

そういうものをお互いに有機的につなげてしまうことは不可能なのですか。 

○石丸技術安全課長 

 可能なのではないかと思います。 

○正田委員 

 だとすると、大変失礼な言い方になるかもしれませんが、何となく過去の歴史を

引きずり過ぎているような目標の部分がかなりあるので、できることなら、（４）

の「技術支援、調査研究開発、国際協力等業務」というのは、国の目標としては船

とか鉄道とかモードごとに分けるとか、あるいは基礎と実用化ということではなく

て、むしろ一筋でまとめていったものをつくられて、それに対して事業団の方の中

期計画でそれぞれを個別に割っていくようなことは考えられないのでしょうか。 
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○森地分科会長 

 いかがでしょうか。 

○石丸技術安全課長 

 ちょっと勘定が違いますので。 

○大竹交通計画課長 

 確かにおっしゃるとおり、勘定が違うということがあって、どうしてもこういう

形になっているんですが、常に公団や事業団と相談しながらこういう案をつくって

いるわけです。それは何かといいますと、部門ごとにあるものを目標にして、働く

方々がそれに向かって頑張っていけるかどうかということだと思うのです。今のと

ころ、勘定ごとで部が成り立っていますし、勘定ごとに皆さん仕事をされているの

で、自分たちが目標とするときはどうかなというものを出していただきますと、や

はり勘定ごとに分かれたものが出てくるという実態がどうしてもあるかなと思って

おります。 

 先生に御指摘いただきましたので、事業団、公団の方に新法人になったときには

今のような勘定区分だけでやっていくのではないということをもう一度説明して、

しからばこういう目標があるかなということが出てくれば、それは盛り込みたいと

思っております。ただ、まだ実際にスタートしていませんし、自分たちの今までの

所属、仕事を離れて目標をつくるというのはなかなか難しいと思いますので、限度

があるということも御了承いただきたいと思っています。 

 ただ、実際に動き出しますと、毎年評価していただきますし、５年終わったとこ

ろでまた大胆に目標・計画をつくり直すことにもなりますので、少しずつでも先生

がおっしゃったような方向に進むように相談させていただきたいと思っております。

すぐにこうしますと言いにくいのが大変残念ですけれども、こういうお答えしかで

きませんので、御了承いただければと思います。 

○正田委員 

 勝手なことを申し上げて申しわけないのですけれども、私、勘定というのはよく

わかりませんが、ＮＥＤＯも、独法化されるときに従来の原課対応からかなり外れ

た組織化を図っているようでございます。要するに、無駄がないといいますか、重

複が妙な形で出てこないようにということで、原課対応でない組織に変わりつつあ

るので、こちらの方も可能な限り有効に資金活用ができるような目標を立てていた
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だければと思います。よろしくお願いします。 

○大竹交通計画課長 

 先ほど私が共通管理部門では財布は別だけれども使う人は共通だと言いましたの

と同じように、技術の場面でも恐らくそういうことが出てくると思うのです。勘定

は違っても研究する人は同じだと。二つ三つのプロジェクトを抱えるときに、一つ

は基礎的研究の勘定で抱えている、別の方は船舶の財布で使っているということが

ないとも言えませんし、むしろそういうことをどんどん進めていくことが必要かと

思いますので、その辺、先生の御意見をよく伝えて、また検討させていただきたい

と思います。 

○森地分科会長 

 ありがとうございます。 

 どうぞ。 

○会田委員 

 私も同じような意見を持っているのですが、その前に、勘定について話題になっ

ているので……。今までの話を伺っていると、財布を別にしておくということです

けれども、その必要はあまりないのではないか。要は、資金の使途を管理するだけ

だったら勘定をつくる必要は何もない。勘定があるために、今日はまだその話では

ありませんが、会計情報が勘定別になってしまったので、組織の評価とうまくリン

クしていかない。そういう欠陥が最初からあるわけですね。ですから、今のような

お話でしたら、勘定は早目に廃止された方がいいのではないかというのが私の意見

です。 

 そこで中期目標と中期計画の関係ですが、私も技術支援、調査研究等については、

基礎研究から応用あるいは開発、特に実用化に向けてインセンティブが提供できる

ような仕組みになっているのかと思ったら、この目標の書き方だと、どうしてもプ

ロセス、つまり何件やったとか何人受け入れたということばかりを書いてしまわざ

るを得ないのかなと。私、中期目標というのがいまひとつわからないのですが、中

期計画期間終了時に達成すべき水準を言っているのか、中期計画期間中にどういう

ことをやるべきかということを記載することなのか。どうもその両方が混在してい

るという印象を受けました。 

 特に、中期目標と中期計画で同じ内容が書いてある。例えば自分の専門領域に近
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いことで財務あたりを見ますと、目標で「貸付金等の回収を適切に」と。計画でも

同じことが書いてある。これ以外に書きようがないと言えばそれまでなのかもしれ

ませんが、あるいは別のところですとホームページをつくるとか、そんなことを中

期計画に書かないといけないのか。もう少し法人の方が目標を達成するためにどう

したらよいか、そういう知恵を絞って中期計画を書くように仕向けることが目標の

意味ではないか。目標が成果と過程といいますか、どういう仕事をするかの両方書

いているので、計画の方はただ数値化する。これは他の省からいろいろな横やりが

入っているのかもしれませんけれども、そんなことで、ただ〇％、〇人、〇件とか、

そんなことだけが目立つだけなのかなと。 

 目標がある程度抽象的でも、その目標を達成するためにどんな活動をすれば国民

の期待にこたえていくことができるのか、あるいは本当に効率化を果たすことがで

きるのかというふうにいろいろ知恵を絞って計画を書いたという感触を受けないと

いうのが正直な感想です。この辺は、まずは目標をどういうふうに書いたらよいか

を再考していただいて、それを踏まえて計画の見直しということになるのではない

か。 

 感想だけで申しわけありませんが、以上、コメントでございます。 

○森地分科会長 

 ありがとうございます。 

 何かお答えはありますか。承っておきますか。 

○大竹交通計画課長 

 正直申し上げまして、私どもも初めてのことなので、どうしても他の事例を参考

にせざるを得ないところがございまして、既に独法化されている研究機関等のこう

いう目標なども見させていただいたのですが、これ以上の知恵がなかなか出てこな

いという部分がございます。したがいまして、逆に、いろいろ御指導いただいて、

よくそういうことができるようなものにさせていただければと思っていますので、

大変恐縮ですけれども、なるべく具体的に、こういうふうにしたらというような意

見を出していただければありがたいと思っています。 

 民間だったらこうするというお話もよく聞くんですけれども、さらに委員各位の

御意見を賜って、再度、いろいろな例を調べながら検討させていただきたいと思い

ます。 
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○加藤委員 

 私もほかの独立行政法人の評価委員をやっているのですけれども、研究機関や教

育機関については、例えば募集人員をどうするとか、どれだけ就職させるとか、そ

こら辺はあまり問題にならないんです。ところが、この場合は例えば未回収金の問

題が出てくると、そのときに何％という額まで……。そこら辺は、今度、毎年評価

の対象になっていくんですよ。例えば会田委員のおっしゃったように、目標を立て

ておいて、５年間なら５年間でどういうふうに具体化していくかという頭で書いて

おかないと、かなりタイトになる可能性があります。つまり、目標は一応こういう

ことをターゲットにしますよ、しかし、それぞれが５年間でどこまでできるのかと

いうことを十分頭に置いてやらないと……。ある数字がポーンと出てしまうと、そ

の年度で評価していきますから、それがよくやったのか、よくやっていなかったの

か、ほとんどやっていなかったのか、こういう評価が次に出てくるんですよ。こう

いうケースでこういうふうになったのは初めてですので、そこら辺も民間のその種

のものを十分参照しながらやられた方がベターではないかという感じがするのです。

今までの独立行政法人でこの種のものはどういうものがあるのか、よくわからない

のですけれども、国土交通省以外にもいろいろあると思うので、そこら辺を十分参

照していただいた方がベターだろう。 

 もう一つ、補助金については第三者機関でレビューするという点は大変よろしい

と思うのですけれども、入札のところが大分変わってきますね。各団体ではかなり

前から入札がフェアに行われるということを対外的にアカウンタビリティしなけれ

ばいけないということで、ある一定の入札金額について入札の結果をレビューする

という組織、第三者機関みたいなものを持っているところがあると思うんですけれ

ども、そこら辺、いろいろな事業が混在しておりますから、入札なら入札の値段に

ついてはきちっとしたそういう機関もつくられた方がベターではないかと思います。 

○森地分科会長 

 どうぞ。 

○角委員 

 今日の議題は基本的に中期目標で、次回が中期計画だということだと思うんです

が、中期目標について今まで何人かの委員から注文がついて、私もそのとおりでは

ないかという同感の意を持ったわけです。 
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 一方、10月１日に新しい法人が発足するということですが、中期計画の方は現段

階でどういう体制でつくられているのか。つまり、新法人はまだ発足していないわ

けですけれども、現在どなたがどういう立場で中期計画をつくられているのかとい

うのが私のよく理解できていない点です。 

 個別の事業の評価などは、当然法人には理事さんや監事さんがおられて、部下の

仕事あるいは財務を監査するということをやられるわけですから、我々評価委員会

のタスクは、そういうマネジメントが適切に回っているかどうかを見る立場なのだ

ろうと理解しているんですけれども、そういう立場でいいますと、中期計画を立て

るというのはまさにこの５カ年間のマネジメントそのものだと思うんです。これが

現時点でどういうふうに行われているかということが見えませんでしたので、その

辺について御説明いただけるとありがたいと思います。 

○大竹交通計画課長 

 今お話になったとおり、まだこの法人はできておりません。ただ、公団と事業団

が構成員となることになっておりますので、事業団、公団といろいろ相談しながら

計画をつくってもらっています。ただ、これをオーソライズするのは新しい法人の

長なり新しい法人の執行部だと思っていますので、いずれかの段階で長となるべき

者の目を通して判断していただくことが必要かなと思っています。 

 ほかの独立行政法人であれば、今の組織がそのまま独立行政法人になるので今の

組織と相談すればいいということだと思いますが、この法人は統合法人、全く新し

い法人になりますので、新しい長、新しい執行部の関与をどういうふうにつくって

いくかという非常に難しい問題がございます。これは、あらかじめ長になるべき者

が指名されますので、その段階でもう一度、新しい法人の長という目でこれを見て

いただかなければいけないのではないかと思っております。 

○角委員 

 つまり、先ほどの勘定が分かれている問題とか、言い方は悪いんですが、分野ご

とに分かれたものが寄せ集め的な形で目標が設定されているのではないでしょうか

というコメントが何人かの委員の方々から出たのですけれども、それも全体をマネ

ジメントする責任の母体がどこにあるのかがよく見えないことにあるような気がい

たしましたので、一言コメントさせていただきました。 

○森地分科会長 
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 皆さんがおっしゃっている共通のことと資料２の２ページの歴史的な経緯との絡

みがありまして、皆さんはよく御承知でしょうけれども、清算事業団のように人員

整理や土地整理をしているところとテクノスーパーライナーを開発しているところ、

こういう全く異質のものが行革の中の数を絞らなければいけないということで絞ら

れてきた。こういう無理なことで、その途上にあるところで突然さらにまた一緒に

してしまった。それをすべて独法化の仕組みの中に入れようとするので、なかなか

無理があって、うまくいかない。こんなことだろうと思っています。それから、私

が独法化でかかわっているところは、みんなもともと組織としてあるところ、ある

いはそれが分割されたところで、少なくともその機能については極めてクリアで、

そこをどう合理化するかという話で済んでいたのですが、行革をどうやって組織と

して受けるかという話を一緒にかぶせてしまうので、なかなかうまくいかないのだ

ろう。 

 では、それを無理に一緒にして何かをやったらうまくいくか、勘定も合体してう

まくいくかというと、そうではないだろう。したがって、共通するところだけは合

理化しましょうと、こういうプランになっているし、もともとの組織体の中で目標

をつくられたものを合わせるから整合がとれない、こういう話に多分なっているの

だろうと思います。皆さんもそんなふうにお感じになっているのだろうと思います。 

 そこで、目標の中にも、明示的にすぐ合体するといったことではなくて、合体を

一体どういう格好で意思決定につなげていくかということ自身の目標とか体制、そ

んな話がどこかにあって、５年待たなくても……。つまり、これは先ほどの話のよ

うに毎年見直していくわけで、ほかの法人の場合も国の制度が変わったりして修正

をやっていますから、そんなことができるかどうかも含めて検討いただいたらとい

うことを感じました。後でまた皆さんの御意見も伺いたいと思います。 

 もう一つは、合体する前のところで無駄なところはないかということでスリム化

して、このように並べてきて合わせたんですが、逆に、この組織体からいうと、自

主的にいろいろな受託をして、いろいろな事業をやれる。もちろん国からもお金の

注入があって、いろいろなことをやる。そのときに、自由にできる方でこの目標の

ためにできないことはないのかとか、国が形を変えていろいろな政策を打とうして

この組織を使おうと思ったときに、この文案のためにできないということはないの

か。あるいは、ここから少しはみ出してというのは、無駄なことをやるとか増殖と
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いう意味ではなくて、さっきもインターモーダルという話がございましたけれども、

本当に社会的ニーズがあってほかのことをやろうとしたときに、できないことはな

いのか。こういう類の話、今までの枠組みの延長線上でプランをつくると抜けなく

て大丈夫かという確認をしたいのが２番目の話です。 

 私がこれを見て具体的にイメージしましたのは、例えば都市鉄道のところで、都

市鉄道、民鉄に関しては、サービスとして云々の柱書きがあるのですが、中の項目

になりますと、現在遂行上のものしかやってはいけないと書いてあります。これは

多分Ｐ線の話だろうと思うのですが、片や運政審では上下分離とか広域は国が応分

の責任を持ってということが言われていて、国土交通省の政策にもなっているはず

ですね。それが、ここでもう一切できませんと言われてしまうと、一体どうなるの

か。そんなことがちょっと気になって２番目のことを申し上げたんです。例えば今

の問題を例にしてもそうですが、その辺、どういう格好で次のステップに入ってい

けるのか。運政審では、上下分離をして、非常に広域的に価値があれば、鉄建公団

みたいなところがつくって、それを民鉄が使って効率的に運営しましょうというこ

とが言われていたんですが、これだけを見るともう一切できないというふうに見え

てしまうのですが。 

○大竹交通計画課長 

 統合独法化の話が出たときに確かに上下分離もできるようにしたらどうかという

議論はあったんですが、先ほどお話ししましたように、今回を契機にして焼け太り

みたいに新しい業務を加えることはいろいろ問題があるということで断念した経緯

がございます。ただ、その中で上下分離というものが仕組みとしてきちんとでき上

がり、なおかつ財務当局の了解を得て、これに対して国費も投入できるということ

になれば、法律改正をしてでもそういう事業を進めることに対して問題はないと考

えていますので、今回を契機にしては入れませんでしたけれども、今後検討を進め

て、上下分離の施設整備をこの新しい機構が担っていくことは十分考えられると思

います。そこはこれから当方でもいろいろ研究していく課題かと思っています。 

○森地分科会長 

 といいますのは、上下分離は非常に大ごとかもわかりませんが、インターモーダ

ルで何かをやろうといったときに、何でもかんでも法律改正をしないとできません

となると、研究とかいろいろな仕事の展開にえらいエネルギーが要る。そういうこ
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とをやること自体の無駄の方が大きいように見えるので、常識的に言うと、ある程

度のところはこれで埋めるとか、そういうふうにしておくのだろうと思うんです。

そんなことは百も承知でつくっておられるのだろうとは思いますが、もう一度確認

をしておきたい。 

 それから、１番目の問題もよろしくお願いします。 

○鷲頭政策統括官 

 私、次の会議のためにこれで失礼させていただきたいと思いますが、先ほど森地

先生が整理していただいたとおり、確かのこの法人は、たくさんあるものが無理に

一緒にさせられて、大変多岐にわたる業務がございます。そういう中で、これをい

かに組織として機能させるかということで考えていますので、一からつくり上げる

のとはちょっと違います。そういう意味では、課長の説明を聞いていて「うーん」

と思うところがあるかもしれませんけれども、そういう制約があるのは事実でござ

います。 

 ただ、先ほどの勘定区分の話にいたしましても、国から性質の違うお金が出るの

で、そこはきっちり整理しようと。人は同じ組織でやるものですから、業務はでき

るだけ合理化して効率的にやるようにという努力はしていきたいと思います。それ

が形として、中期計画の方にどのように反映できるかということで、いろいろ御指

摘いただいたわけですが、今の御指摘を踏まえて、先ほど課長が答弁しましたとお

り、法人になるべき人たちと相談をして、できる限り今日の御指摘を反映できるよ

うに、書き直しも含めて対応したいと思っています。 

 それから、森地先生が言っておられた例えばＰ線の話であれば、Ｐ線は今やって

いる分で終わりですし、ああいうものの希望は多分そんなにないと思います。ただ、

新しい上下分離等々の制度が出てきたときに、この法人ができないかというと、全

くできないというふうには読めないように、うまくしたいといいますか、新しい業

務が出てきたときにそれができるというような書き方を法律上はしてあります。具

体的にこういう目標等々でそういうことをやってはいけないと明示的に書くと、そ

れはできなくなりますけれども、今の書きぶりは、現在のＰ線は今のものまでとい

うことになっていますので、今後新しいものが出てきて、それはこの法人がやるの

が適当であるということになれば、そして皆さんのコンセンサスが得られるのであ

れば、そこは多分できるのではないかと考えております。そういう意味では、法律
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で書いてある文章ですから、必ず、幅といいますか、含みは持っていると思います。 

○森地分科会長 

 まだ若干の時間がございますので、どうぞ御発言をお願いしたいと思います。 

 確認として、中期目標は今日これで確定ではなくて、数字を入れたり、今日の御

意見を伺ってというふうに理解してよろしいのでしたね。 

○大竹交通計画課長 

 はい。今日御意見をいただきまして、次回、計画とあわせて御審議いただきたい

と思っております。 

○森地分科会長 

 ありがとうございます。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 各先生がお話のように、もしこれをつくるときに今存在する事業体とか部ごとに

つくっていると、ほかの人のつくったものを全く見ていないということはないです

ね。先ほどの正田先生のちょっとオーダーの違うことが書いてあるよといったよう

な類の話は……。 

○大竹交通計画課長 

 まとまったもので相談しながらさせていただいていますので、ほかのことを見な

いでやっているということはないと思います。ただ、やはり自分のところの関心が

高くなりますから、人のところにあわせようとか、人のところを書きかえるように

しようというところは、どこまで機能しているか、これは私どもも疑問だと思いま

すが、今日のお話を伝えて、再度議論したいと思っています。 

○森地分科会長 

 よろしくお願いいたします。 

 それでは、もう御意見がないようでございますので、本日の審議につきましては

以上で閉じたいと思います。 

 この後、事務的な話があるようですので、議事の進行をそちらにお返しいたしま

す。 

 

３．閉   会 

○大高企画調整官 
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 長時間にわたる御審議、まことにありがとうございました。 

 本日の審議内容につきましては、議事要旨・議事録を作成の上、御出席の委員の

皆様にお諮りして、公表することといたしたいと思います。 

 また、第２回の分科会につきましては、９月５日（金曜日）10時から、本３号館

の２階特別会議室で開催を予定しております。委員の皆様におかれましては、御多

忙中、まことに恐縮でございますが、お集まりいただけますよう、お願い申し上げ

ます。 

 それでは、以上をもちまして第１回独立行政法人評価委員会鉄道建設・運輸施設

整備支援機構分科会を終了したいと思います。 

 本日はどうもありがとうございました。 

 

以   上 


